様式第３号（第４関係）
財務状況説明資料

（１）総括表













　　　　（単位：千円）
	実施計画承認年度
	地域名

(地区名)
	農協名

(事業主体)
	事業種目
	事業計画
	農協法施行令
	借入金残高
	計画承認の議決状況

	
	
	
	
	事　業　量
	事業費の負担区分
	
	
	

	
	
	
	
	実施年度
	構造

形式

能力
	面積

棟数

台数
ヶ所数
	国庫補助
	県市町村
	資金

近代化
	公庫資金
	その他

借入金
	自己資金
	（総事業費）

計
	第２９条
	第３０条
	第３１条
	資金

近代化
	公庫資金
	年月日

理事会
	年月日

理事会

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	(　　)
	(　　)
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	(　　)
	(　　)
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	(　　)
	(　　)
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	(　　)
	(　　)
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	(　　)
	(　　)
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	(　　)
	(　　)
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	(　　)
	(　　)
	
	


(注)　１　実施計画承認年度欄は補助事業のみについて記入する。

２　総事業費は一施設に要する総費用を計上する。

３　農協法施行令欄は規定に基づくそれぞれの施設取得時点における比率を記入する。

４　資金借入残高欄は下段に農家等の転貸金額を内数（　　）書として記入する。

　　また、時点は施設取得時とする。










　　　（Ａ４）
（２）自己資本基準の適合状況表











　　　　　（単位：円）
	項目
	前々年度末
	前年度末
	農協法施行令第29条適合状況
	指標

	払込出資金

回転出資金

準備金積立金

未処分利益剰余金
	(A)

(B)

(C)

(D)
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	配当、納税引当金等組合外流出を伴うものは除く。
	
	
	
	
	
	

	繰越欠損金
	(E)
	
	
	
	

	自己資本（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ－Ｅ）
	
	
	
	
	

	固定資産
	(F)
	
	
	算式
	（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ－Ｅ）
	× １００
	

	
	
	
	
	
	（Ｆ－Ｇ）＋（Ｈ－Ｉ）
	
	

	うち、農協法施行規則第201条により

基準算定の際（Ｆ）から控除される額
	(G)
	
	
	
	

	（Ｆ）     －     （Ｇ）
	
	
	
	
	

	他団体への払込済出資金
	(H)
	
	
	
	

	うち、農協法施行規則第201条により

基準算定の際（H）から控除される額
	(I)
	
	
	
	前々年度末
	

	（H）     －     （I）
	
	
	
	
	前年

度末
	


（注）１　前年度とは事業を実施する年度の直前の年度をいう。

　　　２　指標欄には農協法施行令第29条の規定１００分の１００について２ヶ年間のそれぞれの指数を記入する。
（Ａ４）
（自己資本の基準の適合状況表参考）

農協法施行規則第201条の規定により、基準算定の際、固定資産から控除される額の内訳明細票

（単位：円）

	施設名
	資金名
	年度末現在
	備考

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


（注）　制度資金の残高を把握するとともに農協法施行規則第201条に規定する借入金について個別に記入する。

　　　　また、控除の対象となる払込出資金も同様とする。

（Ａ４）
(３)　自己資本造成計画表（固定比率の改善計画）










　（単位：千円）

	年  度

区  分
	前年度末
	年度末
	年度末
	年度末
	年度末
	年度末
	年度末
	年度末

	資　　　本
	払込出資金
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	回転出資金
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	準備金積立金
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	未処分利益剰余金
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	繰越欠損金
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	(Ａ)
	
	
	
	
	
	
	
	

	固定資産
	固定資産
	Ａ’
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	減価償却引当金
	Ｂ’
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	農協法施行規則第201条の規定により控除される固定資産取得の借入金
	Ｃ’
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小　　計　　（Ａ’－Ｂ’－Ｃ’）
	(Ｂ)
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	Ａ
	×１００
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	Ｂ
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	外部出資金
	Ａ’’
	
	
	
	
	
	
	
	

	農協法施行規則第201条の規定により控除される外部出資金
	Ｂ’’
	
	
	
	
	
	
	
	

	小　　計　　　（Ａ’’－Ｂ’’）
	(Ｃ)
	
	
	
	
	
	
	
	

	合　　計　　　（Ｂ＋Ｃ）
	(Ｄ)
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	Ａ
	×１００
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	Ｄ
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（注）１　本表は３年以上について計画するものとし、改善対策及び採算性の観点から実態に即して作成する。

　　　２　固定資産欄には、取得にあたり補助金の対象となる固定資産の税法上の圧縮記帳部分は除外して記入する。

（Ａ４）
(４)　損益計画（収益計画）表

（単位：千円）

	年　度

科　目
	　　　年度
	　　　年度
	　　　年度
	備考

	事業収益
	事業手数料
	
	
	
	

	
	事業雑収入
	
	
	
	

	
	計Ａ
	
	
	
	

	事業費用
	直接事業費
	
	
	
	

	
	事業雑費
	
	
	
	

	
	計Ｂ
	
	
	
	

	差引
	（Ａ－Ｂ）　Ｃ
	
	
	
	

	事業管理費
	人件費
	
	
	
	

	
	旅費交通費
	
	
	
	

	
	業務費
	
	
	
	

	
	諸税負担金
	
	
	
	

	
	施設費
	
	
	
	

	
	減価償却費
	
	
	
	

	
	雑費
	
	
	
	

	
	計Ｄ
	
	
	
	

	事業利益
	（Ｃ－Ｄ）　Ｅ
	
	
	
	

	財務損益
	受取利息
	
	
	
	

	
	支払利息
	
	
	
	

	
	内部資金利息
	
	
	
	

	
	差引Ｆ
	
	
	
	

	事業純利益
	（Ｅ＋Ｆ）　Ｇ
	
	
	
	

	
	管理部門損益配賦
	
	
	
	

	
	差引Ｈ
	
	
	
	

	その他利益
	事業外収益
	
	
	
	

	
	諸引当金戻入
	
	
	
	

	
	期間外損益
	
	
	
	

	
	計Ｉ
	
	
	
	

	その他費用
	事業外費用
	
	
	
	

	
	諸引当金繰入
	
	
	
	

	
	期間外損失
	
	
	
	

	
	計Ｊ
	
	
	
	

	その他損益
	（Ｉ－Ｊ）　Ｋ
	
	
	
	

	当期利益金
	（Ｈ÷Ｋ）
	
	
	
	

	繰越損益
	
	
	
	
	


（注）１　本表は３ヶ年以上について作成する。

２　事業収益欄は、当該施設の運営に当たって徴収する手数料、利用加工料及び副産物収入等の雑収入を記入する。

３　事業費用欄の直接事業費には労務費、材料費、運賃諸掛、資材費、動力費等を記入する。

４　間接費（事業管理費）は、中分類科目としているが、個別内容は小分類科目に基づいて対応科目ごとに積算する。（主たる積算内容を備考欄に記入すること。）。また内部資金利息及び共同管理費の配賦については、それぞれ備考欄に基準を明示する。

５　事業費等について明確に区分処理できないものについては、事業分量割、人頭割、費用割、管理費割等の一定の基準を設定し配賦する。

（Ａ４）

(５)　固定資産の取得および処分計画表

（単位：千円）

	年　度

区　　

分

部　門
	　　　　　年度
	　　　　　年度
	　　　　　年度

	
	取得
	処分
	取得
	処分
	取得
	処分

	
	施設内容
	金額
	施設内容
	金額
	施設内容
	金額
	施設内容
	金額
	施設内容
	金額
	施設内容
	金額

	部門
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	部門
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	部門
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	部門
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	部門
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（注）１　今後３ヶ年の計画を計上記入する。

　　　２　長期経営計画及び自己資本造成計画との関連に留意して作成する。

（Ａ４）
